
２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

1
福島
市

新ふく
しま農
業協同
組合
（平野
第１地
区）

もも
（あか
つき
等）
なし
（幸水
等）
りんご
（ふじ
等）

被災に
より損
傷した
選果機
械の処
理能力
の復旧

2,100
ｔ

1,813t 1,897t 1,845t 2,500t 74%

目標は達
成してい
ないが、
震災前の
9割程度
まで回復
した。

耕種作物
共同利用
施設整備
（集出荷
貯蔵施
設）
光セン
サー及び
選果機械
の導入
耐震補強
工事

364,350,000 145,000,000 0 0 219,350,000 H24.8.31

果樹共選機械の修繕がなさ
れ、迅速・正確な選果が行え
るようになったが、平成26年
はモモせん孔細菌病の発生に
よる生産量の減少で共選場の
取扱量が落ち、目標を達成で
きなかった。今後計画的な病
害虫の体系防除を推進する。

事業実施後、病害の多
発などによる生産量の
年次変動が見られるも
のの、概ね目標に近い
実績は確保されてい
る。今後は病害対策と
安定生産に向けた指導
を徹底し、目標達成に
向けた支援を強化す
る。

2
福島
市

新ふく
しま農
業協同
組合
（湯野
第１地
区）

もも
（あか
つき
等）
りんご
（ふじ
等）

被災に
より損
傷した
光セン
サー及
び選果
機械並
びに予
冷施設
の処理
能力の
復旧

3,400t 3,159t 3,200t 3,178t 3,600t 88%

目標は達
成してい
ないが、
震災前の
9割以上
回復し
た。

耕種作物
共同利用
施設整備
（集出荷
貯蔵施
設）
光セン
サー及び
選果機械
の導入
耐震補強
工事、予
冷施設の
改修

423,150,000 201,500,000 0 0 221,650,000 H24.8.31

果樹共選機械の修繕がなさ
れ、迅速・正確な選果が行え
るようになったが、平成26年
度は営農再開支援事業で
543a(湯野第1、2)の果樹改植
に取り組んだ影響もあり共選
場の取扱量が減少した。計画
的な生産を推進する。

果樹の改植による一時
的な生産量の減少によ
り、目標は達成してい
ないが、今後改植園地
の成木化に伴い、生産
量の回復が見こまれる
ことから、幼木期の栽
培管理及び病害虫対策
支を中心に支援を実施
し、生産量の速やかな
回復を図る。

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

3
福島
市

新ふく
しま農
業協同
組合
（野田
第１地
区）

もも
（あか
つき
等）
なし
（幸水
等）
りんご
（ふじ
等）

被災に
より損
傷した
選果機
械の処
理能力
の復旧

2,400t 1,925t 2,716t 2,397t 2,500t 96%

目標は平
成25年度
は達成し
ており、
平成26年
度も概ね
達成し震
災前の出
荷量に回
復した

耕種作物
共同利用
施設整備
（集出荷
貯蔵施
設）
光セン
サー及び
選果機械
の導入
耐震補強
工事

289,800,000 138,000,000 0 0 151,800,000 H24.8.31

果樹共選機械の修繕がなさ
れ、迅速・正確な選果が行え
るようになり、平成25年度は
目標を達成したものの、平成
26年度はナシ黒星病の発生に
よる生産量の低下で取扱量が
落ちた。今後計画的な病害虫
の体系防除を推進する

平成25年は目標を達成
しており、適正に事業
を実施していると判断
されるが、平成26年度
は病害の拡大により目
標を下回る結果となっ
た。
今後は生産量の維持を
図るため、重要病害の
被害防止対策、気象災
害防止対策等を中心に
支援を展開する。

4
福島
市

新ふく
しま農
業協同
組合
（庭坂
地区）

もも
（あか
つき
等）
なし
（幸水
等）
りんご
（ふじ
等）

被災に
より損
傷した
選果機
械の処
理能力
の復旧

1,200t 1,478t 1,541t 1,586t 1,300t 122%
目標を達
成した。

耕種作物
共同利用
施設整備
（集出荷
貯蔵施
設）
光セン
サー及び
選果機械
の導入
耐震補強
工事

148,050,000 70,500,000 0 0 77,550,000 H24.8.31

果樹共選機械の修繕がなさ
れ、迅速・正確な選果が行え
るようになり、成果目標を達
成した。

目標を超える実績と
なっており、適正に事
業を実施していると判
断される。
今後は生産量の維持を
図るため、重要病害の
被害防止対策、気象災
害防止対策等を中心に
支援を展開する。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

5
福島
市

新ふく
しま農
業協同
組合
（西部
第１地
区）

もも
（あか
つき
等）
なし
（幸水
等）
りんご
（ふじ
等）

被災に
より損
傷した
選果機
械の処
理能力
の復旧

3,400t 3,396t 3,604t 3,460t 3,600t 96%

目標は平
成25年度
は達成し
ており、
平成26年
度も概ね
達成し震
災前の出
荷量に回
復した

耕種作物
共同利用
施設整備
（集出荷
貯蔵施
設）
光セン
サー及び
選果機械
の導入
耐震補強
工事

360,150,000 145,000,000 0 0 215,150,000 H24.8.31

果樹共選機械の修繕がなさ
れ、迅速・正確な選果が行え
るようになり、平成25年度は
目標を達成したものの、平成
26年はモモせん孔細菌病と風
害によるリンゴの落下で共選
場の取扱量が落ちた。今後計
画的な病害虫の体系防除を推
進する。

平成25年は目標を達成
しており、適正に事業
を実施していると判断
されるが、平成26年度
は病害の拡大により目
標を下回る結果となっ
た。
今後は生産量の維持を
図るため、重要病害の
被害防止対策、気象災
害防止対策等を中心に
支援を展開する。

6
福島
市

新ふく
しま農
業協同
組合
（湯野
第２地
区）

もも
（あか
つき
等）
りんご
（ふじ
等）

被災に
より低
下した
選果場
処理能
力の復
旧

3,400t 3,159t 3,200t 3,178t 3,600t 88%

目標は達
成してい
ないが、
震災前の
9割以上
回復し
た。

耕種作物
共同利用
施設整備
（集出荷
貯蔵施
設）

湯野共選
場建物改

修
光セン
サー及び
選果機械
の導入
耐震補強
工事

59,220,000 27,050,000 0 0 32,170,000 H24.8.31

果樹共選機械の修繕がなさ
れ、迅速・正確な選果が行え
るようになったが、平成26年
度は営農再開支援事業で
543a(湯野第1、2)の果樹改植
に取り組んだ影響もあり共選
場の取扱量が減少した。計画
的な生産を推進する。

果樹の改植による一時
的な生産量の減少によ
り、目標は達成してい
ないが、今後改植園地
の成木化に伴い、生産
量の回復が見こまれる
ことから、幼木期の栽
培管理及び病害虫対策
支を中心に支援を実施
し、生産量の速やかな
回復を図る。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

7
福島
市

新ふく
しま農
業協同
組合
（西部
第２地
区）

もも
（あか
つき
等）
なし
（幸水
等）
りんご
（ふじ
等）

被災に
より低
下した
選果場
処理能
力の復
旧

3,400t 3,396t 3,604t 3,460t 3,600t 96%

目標は平
成25年度
は達成し
ており、
平成26年
度も概ね
達成し震
災前の出
荷量に回
復した

耕種作物
共同利用
施設整備
（集出荷
貯蔵施
設）
西部共選
場
光セン
サー及び
選果機械
の導入
耐震補強
工事

125,370,000 59,421,000 0 0 65,949,000 H24.8.31

果樹共選施設の修繕がなさ
れ、迅速・正確な選果が行え
るようになり、平成25年度は
目標を達成したものの、平成
26年はナシ黒星病の発生と風
害によるリンゴの落果で共選
場の取扱量が落ちた。今後計
画的な病害虫の体系防除を推
進する

平成25年度は目標を達
成しており事業は適性
に執行されていると判
断できるが、平成26年
度は気象災害と病害の
被害拡大により生産量
が減少し目標を下回る
結果となったため、今
後は気象災害対策と病
害対策の支援を重点的
に実施する。

8
福島
市

新ふく
しま農
業協同
組合
（平野
第２地
区）

もも
（あか
つき
等）
なし
（幸水
等）
りんご
（ふじ
等）

被災に
より低
下した
選果場
処理能
力の復
旧

2,100t 1,813t 1,897t 1,845t 2,500t 74%

目標は達
成してい
ないが、
震災前の
9割程度
まで回復
した。

耕種作物
共同利用
施設整備
（集出荷
貯蔵施
設）
平野共選
場建物改
修
光セン
サー及び
選果機械
の導入
耐震補強
工事

30,660,000 14,600,000 0 0 16,060,000 H24.8.31

果樹共選機械の修繕がなさ
れ、迅速・正確な選果が行え
るようになったが、平成26年
はモモせん孔細菌病の発生に
よる生産量の減少で共選場の
取扱量が落ち、目標を達成で
きなかった。今後計画的な病
害虫の体系防除を推進する。

事業実施後、病害の多
発などによる生産量の
年次変動が見られるも
のの、概ね目標に近い
実績は確保されてい
る。今後は病害対策と
安定生産に向けた指導
を徹底し、目標達成に
向けた支援を強化す
る。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

9
福島
市

新ふく
しま農
業協同
組合
（成川
地区）

花き
(コギ
ク等）

処理能
力の向
上

4,500
箱

7,906
箱

8,254
箱

4,040
箱

6,000
箱

67%

目標は平
成24、25
年度は達
成した
が、平成
26年度は
取扱量が
落ち込み
未達成で
あった。

耕種作物
共同利用
施設整備
（集出荷
貯蔵施
設）

花卉共選
における
検査梱包
設備・管
理設備・
空調設備

等

102,273,150 46,434,000 0 0 55,839,150 H24.8.31

花卉共選施設の新設がなさ
れ、迅速・正確な共選が行え
るようになり、平成24、25年
度は目標を達成したものの、
平成26年は定植後の高温によ
る開花期の前進や、5月下旬
～7月上旬の断続的な降雨に
よる白さび病の多発により取
扱量が落ちた。今後は、電照
栽培による開花期の調整や優
良品種の導入を図るとともに
病害について勉強会を開催し
て適期防除の徹底により計画
的な生産を推進する。

平成24，25年度は目標
を達成したが、平26年
は気象変動による開花
期の前進や病害の多発
により取扱量が少な
かった。今後は目標達
成に向けた適期管理に
よる安定生産支援を定
期的に実施する。

10
福島
市

笹谷南
部果樹
農業協
同組合
（笹谷
南部地
区）

なし
（幸水
等）
りんご
（ふじ
等）

被災に
よりエ
ラーが
生じる
ように
なった
選果機
電子計
数装置
の処理
能力の
復旧

480t 442t 490t 514t 500t 103%
目標を達
成した。

耕種作物
共同利用
施設整備
（集出荷
貯蔵施
設）

選果機電
子計数装
置の買い
換えによ
る処理能
力の復旧

3,412,500 1,625,000 0 0 1,787,500 H24.8.31

果樹共選施設の修繕がなさ
れ、迅速・正確な共選が行え
るようになり、目標を達成し
た。

目標を達成しており、
適正に事業を実施して
いると判断される。
今後は生産量の維持を
図るため、重要病害の
被害防止対策、気象災
害防止対策等を中心に
支援を展開する。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

11
二本
松市

みちの
く安達
農業協
同組合

土地利
用型作
物（水
稲）

処理玄
米量
300ｔ

0 200t 227ｔ 288ｔ 300ｔ 96%

ほぼ成果
目標値を
達成し
た。

耕種作物
共同利用
施設整備
（乾燥調
製施設）
精米プラ
ントの設
置

47,250,000 22,500,000 0 0 24,750,000 H24.10.31

精米プラントの設置により玄
米処理の効率化が図られ、ほ
ぼ成果目標値を達成したが、
原発事故による作付見合わせ
などの影響から、わずかに目
標に至らなかった。
今後は生産者に対し利用促進
を図り、目標を達成する。

事業は計画どおり実施
され、目標も概ね達成
されている。
今後も関係機関と連携
しながら目標達成のた
め農作業受委託等の支
援を行う。

12
二本
松市

みちの
く安達
農業協
同組合

園芸

損傷し
た差圧
予冷設
備の改
修及び
新たに
真空予
冷設備
を導入
するこ
とによ
り予冷
時間の
短縮を
図る。

ﾈｷﾞ
86ｔ
ｻﾔｲﾝｹﾞ
ﾝ   26
ｔ
ｻﾔｴﾝﾄﾞ
ｳ   18
ｔ
計
130ｔ

ﾈｷﾞ
154ｔ
ｻﾔｲﾝｹﾞ
ﾝ   33
ｔ
ｻﾔｴﾝﾄﾞ
ｳ   30
ｔ
計
216ｔ

ﾈｷﾞ
171ｔ
ｻﾔｲﾝｹﾞ
ﾝ   32
ｔ
ｻﾔｴﾝﾄﾞ
ｳ   18
ｔ
計
221ｔ

ﾈｷﾞ
133ｔ
ｻﾔｲﾝｹﾞ
ﾝ   35
ｔ
ｻﾔｴﾝﾄﾞ
ｳ   16
ｔ
計
184ｔ

ﾈｷﾞ
120ｔ
ｻﾔｲﾝｹﾞ
ﾝ 26ｔ
ｻﾔｴﾝﾄﾞ
ｳ 19ｔ
ｱｽﾊﾟﾗ
ｶﾞｽ 20
ｔ
計
185ｔ

99%

被災前の
数値を上
回り成果
目標をほ
ぼ達成し
た。

耕種作物
共同利用
施設整備
(集出荷貯
蔵施設）
差圧予冷
設備の改
修と処理
能力向上
のための
真空予冷
設備を導
入

40,425,000 19,250,000 0 0 21,175,000 H24.7.31

損傷した差圧予冷設備の改修
及び新たに真空予冷設備を導
入することにより予冷時間の
短縮を図ることができ、ほぼ
成果目標を達成した。

事業は計画どおり実施
されている。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

13
郡山
市

郡山市
農業協
同組合

土地利
用型作
物（水
稲（コ
シヒカ
リ、ひ
とめぼ
れ、天
のつ
ぶ））

施設の
復旧に
よる機
能の回
復によ
り施設
利用量
の維
持・拡
大

1,080t 2,405t 2,544t 2,606t 1,533t
170%

施設利用
面積の拡
大に努
め、処理
量が目標
値を上
回った。

耕種作物
共同利用
施設整備
（穀類乾
燥調製貯
蔵施設）
カント
リーエレ
ベーター
機能高度
化工事

26,250,000 12,500,000 0 0 13,750,000 H24.7.31

復旧・高度化が図られたこと
もあり、荷受量は年々増加傾
向にあり、ＣＥ施設利用によ
る農作業の軽減省力化が図ら
れている。
今後も、更なる利用量拡大を
図れるよう推進していく。

速やかな復旧工事及び
装置の更新により荷受
量が増加し、目標も達
成でき、事業効果が
あったといえる。本事
業のさらなる効果が得
られるよう指導する。

14
郡山
市

郡山市
農業協
同組合

土地利
用型作
物（水
稲（コ
シヒカ
リ、ひ
とめぼ
れ、天
のつ
ぶ））

水稲の
荷受処
理量を
震災前
に比べ
同程度
以上に
回復

510t 436t 436t 414t 528t
78%

飼料用米
等の増反
や浜通り
の作付制
限等によ
り種子の
需要が減
少してお
り、目標
値を達成
すること
ができな
かった。

耕種作物
共同利用
施設整備
（種子種
苗生産関
連施設）
復旧工事
一式

種子セン
ター震災
復旧工事
機械復旧
工事

19,950,000 9,500,000 0 0 10,450,000 H24.8.31

飼料用米等の増反や浜通りの
作付制限等により種子の需要
が減少し、県内で種子供給量
を調整した結果、処理量が減
少した。今後は目標達成に向
け関係機関と連携し、種子セ
ンターの利用拡大に取り組
む。

目標値が達成できない
のは、飼料用米等の増
反や浜通りの作付制限
による種子の需要が減
少しているためであ
る。今後も県が行う各
種の吸収抑制対策事業
等を通じ、水稲作付け
面積の回復を促進す

る。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

15
須賀
川市

すかが
わ岩瀬
農業協
同組合

果樹
（桃、
梨、り
んご、
西洋ナ
シ）

選果作
業の処
理量の
増加

470.98
t

1,052t 1,234t 1,328t
1,168.
08t

114%

処理量は
1,328tと
なり、目
標を達成
した。

耕種作物
共同利用
施設整備
（集出荷
貯蔵施
設）
[東部選果
場]
下屋増築
工事
鉄骨造

79,590,000 37,900,000 0 0 41,690,000 H24.7.13

処理量は1,328tとなり、目標
以上に増加し、復興は大幅に
進んでいる。
今後も、地域の主力作物の果
樹の振興のため作業の効率化
を図る。

目標を達成することが
でき、事業効果があっ
たといえる。今後とも
本事業で選果施設が有
効活用され、効果が継
続するよう事業実施主
体を指導していく。

16
田村
市

たむら
農業協
同組合

トマト
年間利
用量
910t

736t 875ｔ 808ｔ 767ｔ 910ｔ 84%

震災前の
生産量に
回復した
が、成果
目標は達
成できな
かった。

耕種作物
共同利用
施設整備
（集出荷
貯蔵施
設）
被災及び
老朽化し
た検査梱
包設備等
の復旧改
良工事

112,350,000 53,500,000 0 0 58,850,000 H24.6.29

効率良い選果設備が整い、震
災前の生産量まで回復した
が、目標値には到達していな
い、生産者の高齢化による減
廃作等もあり、作付面積は横
ばい状況である事、さらに近
年の夏場の猛暑による収穫量
の低下が見られ、計画した利
用量が確保できない状況であ
ることから、猛暑対策を含め
た反収向上と、新規の生産者
の確保又は集団的営農の推進
を図り、総収穫量の向上を図
り取扱い量の拡大を図る。

目標値を達成できてい
ないものの、被災前の
水準には達しており、
事業効果があったとい
える。ふくしまから
はじめよう。攻めの農
業技術革新事業を活用
し省力技術の展示ほを
設置し、現地検討会を
開催し技術の有用性を
検討する等、今後も技
術の定着と新規の生産
者の確保、集団的営農
の推進により作付け面
積の拡大を図り、目標
達成に向けた支援を行
う。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

17
石川
町

あぶく
ま石川
農業協
同組合

果樹
(りん
ご・
梨・
桃)

果樹共
同選果
場処理
能力の
復旧選
果場の
利用率
の向上

586t 367t 427t 399t 630t 63%

梨は
159.8tで
回復した
が、りん
ごは

236.9t、
桃は2.6t
となり、
目標は達
成できな
かった。

耕種作物
共同利用
施設整備
・集出荷
貯蔵施設
（内部品
質セン
サー及び
関連機器
の修繕・
交換工
事）

42,000,000 20,000,000 0 0 22,000,000 H24.6.29

事業実施により震災前の選果
処理能力は回復したが、風評
の影響、梨・りんごにおける
凍霜被害、雪害、台風被害、
桃における雹害等、気象災害
多発により生産量が減少した
ため、利用量も低下した。今
後は果実の放射性セシウム自
主検査の継続と速やかな結果
の公表、消費地における安
心・安全のPR活動等風評対策
を強化し、さらに防霜対策を
始めとする災害対策技術の導
入を推進することで、生産面
積の拡大と利用量増加を図
る。

気象災害による被害
や、風評による系統取
扱い量の減少により、
目標値を達成できてい
ない。今後も県が行う
各種の風評被害対策を
実施し、生産面積の拡
大を促進する。

18
石川
町

あぶく
ま石川
農業協
同組合

果樹
(りん
ご・
梨・
桃)

果樹共
同選果
場処理
能力の
復旧選
果場の
利用率
の向上

りんご
430ｔ
　梨
153ｔ
　桃
3ｔ

　
計
586t

367t 427t 399t 630t 63%

梨は
159.8tで
回復した
が、りん
ごは

236.9t、
桃は2.6t
となり、
目標は達
成できな
かった。

耕種作物
共同利用
施設整備
・集出荷
貯蔵施設
（選果機
本体の改
良及び修
繕工事
等）

64,050,000 30,500,000 0 0 33,550,000 H24.6.29

事業実施により震災前の選果
処理能力は回復したが、風評
の影響、梨・りんごにおける
凍霜被害、雪害、台風被害、
桃における雹害等、気象災害
多発により生産量が減少した
ため、利用量も低下した。今
後は果実の放射性セシウム自
主検査の継続と速やかな結果
の公表、消費地における安
心・安全のPR活動等風評対策
を強化し、さらに防霜対策を
始めとする災害対策技術の導
入を推進することで、生産面
積の拡大と利用量増加を図
る。

気象災害による被害
や、風評による系統取
扱い量の減少により、
目標値を達成できてい
ない。今後も県が行う
各種の風評被害対策を
実施し、生産面積の拡
大を促進する。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

19
三春
町

たむら
農業協
同組合

野菜
(ピー
マン)

ピーマ
ン処理
量を被
災前よ
り増加

1,745t
1,807t 1,656t

1,435t 2,100t
68%

平成26年
度の処理
量が
1,435ｔ
となり成
果目標に
届かな
かった。

耕種作物
共同利用
施設整備
・ピーマ
ン集出荷
施設設備
震災復旧
・コン
ピュータ
スケール
架台ズレ
及びバ
ケットコ
ンベアー
ズレ修正
・製品搬
送コンベ
アー本体
及び架台
他ズレ修
正
・選果コ
ンベアー
ラインズ
レ修正
・自動製
函機本体
ズレ修正

291,900,000 139,000,000 0 0 152,900,000 H24.6.29

平成26年度の処理量が1,435
ｔとなり成果目標に届かな
かった。露地栽培が主体の産
地であることから、６月の長
雨や梅雨明け以降の高温・乾
燥等の天候不順により炭そ病
や尻腐果が発生し、減収の影
響が大きかったため、今後定
期的な薬剤散布や防除体系を
参考に防除を徹底する取組等
の改善を図る。また、高齢化
による栽培面積の減少も収量
減の大きな要因であったこと
から、担い手の確保にも力を
入れていく。

平成２６年度は、炭そ
病が６月上旬から発生
し一部地域では大発生
となったことや、梅雨
明け以降の高温・乾燥
による尻腐果の発生に
より減収となったと考
えられる。ハウス・ト
ンネル栽培の推進によ
る出荷時期の前進、栽
培前の土壌診断による
適正な肥培管理の実
施、炭そ病対策の徹底
等天候に左右されにく
い栽培の技術支援を行
う。また、生産者一人
ひとりが魅力ある産地
づくりに励んでおり、
そのPRを支援すること
で担い手の確保に努め
る等、産地の早期目標
達成に向け支援を行
う。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

20
三春
町

三春町
（牛ふ
ん堆
肥）

被災前
の堆肥
搬入
量、搬
出量を
回復

搬入量
1,198t
搬出量
412ｔ

搬入量
361t
搬出量
19ｔ

搬入量
768t
搬出量
83ｔ

搬入量
1,343t
搬出量
352ｔ

搬入量
1,444t
搬出量
581ｔ

搬入
93％
搬出
61％

搬入量は
H26にお
ける成果
目標を、
ほぼ達成
した。
搬出量は
H26にお
ける成果
目標を達
成してい
ない。

耕種作物共
同利用施設
整備（有機
物処理・利
用施設復
旧）
・鋼管杭圧
入工
・鋼矢板埋
設
・掘削盛土
工
・補強盛土
工ほか

71,089,200 35,544,000 0 35,545,200 0 H24.10.15

搬入量については、目標値を
達成していないものの、被災
前の搬入量を上回っている。
搬出量は被災前の85％程度ま
で回復している。
今後は、風評被害の払拭に向
け、広報誌等により安全性の
PRを実施し、搬出量の回復に
向けて努力していく。

搬入量については、目
標値を達成していない
ものの、被災前の搬入
量を上回っている。堆
肥の利用に関して原発
事故の影響により風評
被害による販売不振が
あるなか、平成２４年
度以降、搬入量、搬出
量とも、着実に増加し
ており、今後も県の行
う各種風評被害対策等
を実施し、三春町の目
標達成に向け支援して
ゆく。

21
相馬
市

そうま
農業協
同組合

石上地
区

土地利
用型作
物（水
稲・
麦）

施設の
安全性
を高め
るとと
もに老
朽化し
た設備
の機器
の機能
高度化
を図
り、処
理量を
回復す
る。

2175.6
t

1,656t 2,016t 2,157t 2,220t 97%

機器の機
能高度化
が図られ
たことに
より、震
災前の処
理量にほ
ぼ回復す
ることが
出来た。

耕種作物
共同利用
施設整備
（乾燥調
製施設）
全自動自
主検査装
置機能高
度化工事

57,750,000 27,500,000 0 0 30,250,000 H24.7.31

H24から順調に処理量を回復
させ、震災前の処理量に近づ
いてきたが、未だに相馬市の
農地災害復旧工事が完了して
いない圃場もあるため、H26
は2,157tと目標処理量を達成
することが出来なかった。今
後は災害復旧工事完了予定の
ほ場もあるので、さらに当組
合員を中心に施設利用を促進
させていき、目標値を達成す
る。

目標年度までの達成が
できなかったが、達成
率が９７％とほぼ１０
０％に近く、年々処理
量も着実に増加してき
たことから、次年度に
は目標達成出来るもの
と思われる。
今後は、担い手への農
地集積を進める中で、
本施設の有効利用を推
進する。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

22
南相
馬市

そうま
農業協
同組合

土地利
用型作
物（水
稲）

施設の
安全性
を高め
るとと
もに老
朽化し
した設
備の機
器の機
能高度
化を図
り、処
理量を
回復す
る。

2678.8
t

0t 400t 661t 2,300t 29%

津波によ
る農地被
災や原発
事故の影
響による
作付自粛
などの影
響から、
米の処理
量が661
ｔとな
り、目標
を達成出
来なかっ
た。

耕種作物
共同利用
施設整備
（穀類乾
燥調製貯
蔵施設）
鹿島ＣＥ

荷受計量
器・操作
盤機能高
度化工事

籾摺機機
能高度化
工事

40,950,000 19,500,000 0 0 21,450,000 H24.6.29

ＣＥ復旧により、農業者の生
産した籾等を受け入れる体制
ができたが、津波による農地
被災や原発事故の影響による
作付自粛などの影響から、米
の処理量が661ｔとなり、目
標を達成出来なかった。
今後は津波被害を受けて乾燥
調製施設が破損した生産者に
対し積極的な働きかけを行
い、目標達成を目指す。

達成率が低かったの
は、まだ作付けが十分
に開始されなかったた
めであり、やむを得な
い。
今後、関係機関と連携
して水稲の作付再開を
推進することにより、
目標達成に向けた支援
を行う。

23
南相
馬市

そうま
農業協
同組合

土地利
用型作
物（水
稲）

施設の
安全性
を高め
るとと
もに老
朽化し
た設備
の機器
の機能
高度化
を図
り、処
理量を
回復す
る。

2231.4
t

0t 0t 0t 2,232t 0%

津波によ
る農地被
災や原発
事故の影
響による
作付自粛
などの影
響によ
り、取扱
いが無く
目標を達
成出来な
かった。

耕種作物
共同利用
施設整備
（穀類乾
燥調製貯
蔵施設）

原町ＣＥ
精選機他
機能高度
化工事

21,000,000 10,000,000 0 0 11,000,000 H24.6.29

ＣＥ復旧により、農業者の生
産した籾等を受け入れる体制
ができたが、震災及び原発事
故の影響により作付を自粛し
た農家が多く、利用実績が無
い状況である。
今後は乾燥調製施設が破損し
た生産者に対し積極的な働き
かけを行い、目標達成を目指
す。

作付けが進まず、荷受
けを実施しなかったた
め、目標が達成出来な
かったが、籾等の受け
入れ体制が出来たこと
は評価できる。
今後営農再開が進むに
つれ、目標達成に向け
た支援・助言を行いた
い。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

24
磐梯
町

磐梯町

土地利
用型作
物（水
稲）

福島第
一原子
力発電
所事故
に伴い
販売力
の低下
した米
の風評
被害の
払拭及
び販売
力回
復。

0t 108.1t 120.9t 142.1t 187.5t 76%

当施設整
備により
平成25年
の成果に
ついて
は､120.9
ｔとなり
平成26年
について
は、21.2
ｔ増の
142.1ｔ
を出荷し
たところ
である
が、目標
は達成で
きなかっ
た。

耕種作物
共同利用
施設整備
（乾燥調
製施設）

磐梯町ﾐﾆﾗ
ｲｽｾﾝﾀｰ建
設工事

磐梯町ﾐﾆﾗ
ｲｽｾﾝﾀｰ機
械整備工
事

72,862,361 36,431,000 0 36,431,361 H24.10.1

本事業の導入により受益地区であ
る布藤地区における集落営農と農
地集積の推進が図られた。また、
原発事故による風評被害が今なお
ある中で産地化を確立し販路拡大
を行い、更なる安全・安心なお米
と品質の向上に努められた。ま
た、販路拡大については、県内外
のスーパー（リオンドール）や町
内企業の職員食堂へ卸しており米
の品質においても好評を得てい
る。
しかしながら、成果目標である処
理量については、年々増加してい
るものの目標までに至っていな
い。
これは、施設の運営主体である布
藤生産組合を法人化し、同法人に
地区の農地を集積し、利用面積を
確保することにより達成する計画
であったが、生産組合内の合意形
成（米価低迷、ＴＰＰ等の農業情
勢の不透明感により法人化に躊躇
している組合が見られる）が得ら
れなかったため、法人化に至って
おらず、また、当面、自己完結を
希望する農業者も多いことや他の
担い手との競合もあり予定した利
用面積が確保されていない状況と
なっている。
このため、法人化に向けた話し合
いを継続し、早急に法人化を図る
ことで農地の集積を進めるととも
に同組合以外の担い手への当施設
の利用推進も併せて進めていく。
また、主食用米の利用のみならず
飼料用米の利用についても検討す
る。

施設の導入により受益地区
の集落営農の進展や米の品
質に対して実需者等から高
い評価が得られるなど一定
の成果が見られている。
ただ、成果目標である処理
量については年々増加して
いるものの、当初予定して
いた法人化が図れなかった
ため、目標に達していない
ことから利用推進に向けた
取組を強化していく必要が
ある。
県としても、町と連携しな
がら、目標達成のカギとな
る運営主体である布藤生産
組合の法人化、同組合への
農地集積について合意形成
のための話し合いを行うこ
とで支援していく。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

25
田村
市

田村市
有害鳥
獣対策
協議会

（対象
作物：
水稲・
芋類ほ
か　対
象鳥
獣：イ
ノシシ
シ）

平成26
年度
被害減
少目標
15％
被害減
金額
7,114千
円
面積
22.5ha

Ｈ22
都路町
地区
3.66ha
838,18
2円

Ｈ23
船引町
地区
1.43ha
465,60
1円

Ｈ22
都路町
地区
3.66ha
838,18
2円

Ｈ24
船引町
地区
1.68ha
527,82
8円

Ｈ25
都路町
地区
0.00ha
0円

Ｈ25
船引町
地区
0.00ha
0円

Ｈ26
都路町
地区
0.00ha
0円

Ｈ26
船引町
地区
0.00ha
0円

都路町
地区
(平成
26年)
被害面
積
2.20ha
被害金
額
503,00
0円

船引町
地区
(平成
26年)
被害面
積
0.86ha
被害金
額
280,00
0円

都路町
地区
面積
251％
金額
250％

船引町
地区
面積
251％
金額
251％

イノシシ
の田畑へ
の侵入を
防ぐこと
により、
農作物へ
の被害が
軽減し
た。

鳥獣被害
防止施設
電気柵
3段張
（直営施
工）
10,287ｍ
(＠130円/
ｍ)
21.4ha

3,555,000 3,555,000 0 0 0 H25.3.15

原子力発電所事故以降、イノ
シシの個体数増加に伴い、農
作物への被害が拡大している
が、本事業により導入した電
気柵によってイノシシの侵入
が防止されたことから農作物
の被害を大幅に減少させるこ
とができた。
また、関係団体とともに防護
柵の設置、捕獲とあわせて、
イノシシを圃場に寄せ付けな
い環境整備対策を推進し、地
域ぐるみの鳥獣被害対策を実
施して更なる被害の軽減に努
めていきたい。

事業実施主体の評価ど
おり、本事業により導
入した電気柵によって
農作物の被害を大幅に
減少させることができ
た。今後も本事業の効
果の継続と、地域ぐる
みの鳥獣害対策を支援
する。

H24年度都路地
区における被
害状況（面積
及び金額）に
ついては、同
年度水稲作付
自粛区域であ
り、園芸作物
も試験栽培が
主だったこと
から、本格的
な農作物生産
には至ってお
らず、把握が
できない状況
であった。



２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成２７年度）
メ

ニュー
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

事業実施主体の評価 都道府県の評価

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度

事業実施後の状況①

３年後
（平成
26年）

１年後
（平成
24年）

２年後
（平成
25年）

負担区分（円）
完了年月

日

目標値
（平成
26年）

達成率

26
檜枝
岐村

檜枝岐
村鳥獣
被害対
策協議
会

（対象
作物：
そば
対象鳥
獣：ニ
ホンジ
カ）

野生鳥
獣によ
る農作
物被害
の低減

被害面
積
1.26ha
被害額
100千
円

被害面
積
0.1ha
被害額
19千円

被害面
積
0.1ha
被害額
3千円

被害面
積
0.2ha
被害額
6千円

被害面
積
0ha
被害額
0千円

被害面
積
84%
被害額
94%

侵入防止
柵によっ
て、ニホ
ンジカの
侵入を防
ぐことが
出来た。
しかし、
鳥類によ
る被害が
確認さ
れ、成果
目標を達
成できな
かった。

鳥獣被害
防止施設
侵入防止
ネット柵
(自力施
工、
620m、
1.95ha)

1,493,100 1,426,000 0 67,100 0  Ｈ25.3.26

侵入防止柵によってニホンジ
カの侵入を防げることが分
かったため、隣接した未整備
圃場に村が同仕様の侵入防止
柵を1300m追加整備したこと
により、ニホンジカの侵入に
よる被害を防ぐことができ
た。
しかし、鳥類による新たな被
害が確認されたため、成果目
標を達成できなかった。
今後、鳥類被害対策を講じて
いく必要がある。

目標は達成できなかっ
たものの、農作物被害
面積及び被害額は8割
以上の低減を達成でき
ている。引き続き目標
の達成に協力していき
たい。

91%

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要領第１の１の（２）のアの（ア）から（ウ）の場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平均
達成率

成果目標の達成状況は、26地区中、「概ね達成」及び「達成」が15地区で全体の58％に達したため、県全体で「未達」と評価す
る。
なお、「未達」地区については、作付制限及び原子力災害の影響により営農再開が遅れている地区について今後も営農再開状況を
確認し、必要に応じて関係機関が連携し支援するとともに、市町村や県の生産指導等、関係機関の連携をいっそう強化し、果樹・
野菜の病害に対する防除指導及び天候に左右されにくい栽培技術支援の徹底や、担い手の確保、花きの計画的な生産の推進、処理
量が回復しなかった要因分析を行い、安定した米の乾燥処理量の維持や果樹・野菜・花きの生産量増加につながるよう指導してい
く。


